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不動産投資被害に関するWEB調査 調査概要
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【調査の目的】

不動産投資手法の多様化が進む中、個人投資家の知識向上及び不動産投資トラブルの抑制を通じた健全な不
動産投資市場の形成に向けて、不動産投資に特化した周知啓発が必要である。そこで、個人投資家の不動産投
資に関する経験、知識、トラブル状況について実態を把握することを目的としたアンケート調査を実施する。

個人投資家の不動産に関する知識・不動産投資の経験、トラブルの事例について調査・分析を行い、分析結果は
個人投資家の知識向上及び不動産投資トラブルの抑制を通じた健全な不動産投資市場形成に寄与させるための
方策検討に向けた基礎資料とする。

【調査手法】

インターネット調査

【設 問】

① スクリーニング調査（回答者の属性、不動産に関する知識、不動産投資経験の有無等）：14問

② 本調査（不動産投資経験がある回答者を対象に、不動産投資の内容、不動産投資による被害内容）：28問

③ その他（インタビュー調査への参加意向、自由意見）：6問

【調査実施日】

令和元年7月25日（木）～7月29日（月）

【収集サンプル数】

約20,000サンプル



回答者属性①
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【居住地・年齢・性別】

【職業】

【業種】

・居住地・年齢・性別について、居住地別では関東が圧倒的に多く、年齢別では40・50代、性別では男性からの回答が多い。
・職業について、投資経験の有無に関わらず「会社員」が圧倒的に多い。
・業種について、「不動産業」では【あり】が【なし】の割合を大きく上回る。



回答者属性②
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【世帯収入】

※現金や預貯金（円・外貨）、株式、国債などの債券、投資信託、FX、ETF、不動産小口化商品（REIT、不動産特定共同事業法等）、
暗号資産（仮想通貨等） などを含めた保有額（土地や不動産、保険は除く）

・世帯収入について、500万円未満の所得層では【なし】が【あり】を上回り、800万以上の所得層では【あり】が【なし】を上回る。
・金融資産保有額について、【あり】【なし】いずれも1,000万円～3,000万円未満の割合が最も高い。
・不動産投資経験の有無について、【あり】が10%程度と比較的少ない。

【不動産投資経験の有無】

【金融資産保有額(※)】



不動産取引等に関する知識の確認

・不動産、不動産取引、不動産投資に対する基礎知識を各4問（計12問）のテスト形式による設問で確認した。

・設問の一部を以下に挙げる。
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【設問】取引の相手方が契約の履行に着手した後であっても、手
付金の放棄または倍返しにより、契約を解除することがで
きる。

【正解】誤っている

【設問】自らが所有する不動産の賃貸を行う事業者は、重要事項
説明を行う必要がある。

【正解】誤っている

【設問】不動産投資に当たり、不動産の価値は金融や不動産市
場の動向如何によっても元本割れすることはない。

【正解】誤っている

【設問】サブリース契約によって賃料が保証される場合には、契約
内容に関わらずサブリース会社は保証賃料を減額すること
が出来ない。

【正解】誤っている



正解数別の回答状況

※不動産投資経験がない方のみ

・不動産取引等に関する知識の確認における正解数に応じて以下の通り分類し、回答傾向を確認した。
【高：11問～12問正解 中： 7問～10問正解 低： 0問～ 6問正解】
・正答数低では、【あり】が【なし】の割合を上回っており、不動産に関する基本的な知識が伴わない段階で不動産に投資す
るケースが一定数うかがえる。
・不動産投資経験がない理由として、知識がない・損をしそうで怖いという、不動産投資に係る知識等が十分でないと回答し
た者が相当数いる状況。

【不動産投資経験がない理由】
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【不動産投資経験の有無】

正解数高

正解数中

正解数低 正解数高

正解数中

正解数低


